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1. 概要 

本資料は，再処理施設及び MOX 燃料加工施設の第１回設工認申請のうち，

以下に示す添付書類の補足説明に該当するものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅵ－１－１－１－３－３ 外部火災への配慮

が必要な施設の設計方針及び評価方針」 

・再処理施設 添付書類「Ⅵ－１－１－１－３－３－１ 外部火災への

配慮が必要な施設の許容温度及び許容応力の設定根拠」 

・再処理施設 添付書類「Ⅵ－１－１－１－３－４ 外部火災防護にお

ける評価結果」 

・MOX 燃料加工施設 添付書類「Ⅴ－１－１－１－３－３ 外部火災への

配慮が必要な施設の設計方針及び評価方針」 

・MOX 燃料加工施設 添付書類「Ⅴ－１－１－１－３－４ 外部火災防護

における評価結果」 

 

上記添付書類において，外部火災の評価で必要となる外部火災への配慮

が必要な施設及び敷地内の危険物貯蔵施設等の評価において用いる許容温

度及び許容応力並びにそれらの設定根拠について示している。 

本資料では，外部火災への配慮が必要な施設のうち，許容温度及び許容

応力を設定し影響評価を行っている外部火災の影響を考慮する施設及び重

大事故等対処設備並びに許容温度を設定し森林火災や近隣の産業施設の火

災からの影響評価を行っている敷地内の危険物貯蔵施設等について補足説

明する。 

本資料において示す外部火災への配慮が必要な施設及び危険物貯蔵施設

等の許容温度及び許容応力の設定の考え方については，再処理施設及び

MOX 燃料加工施設の今回申請対象以外の建屋や屋外構築物に対しても適用

されるものである。 

また，廃棄物管理施設の設工認申請については別途整理するものとする。 

 

2. 許容温度を設定し影響評価を行う対象施設 

外部火災の影響評価においては，外部火災の影響を考慮する施設及び重

大事故等対処設備の温度が許容温度以下であることを確認し，必要な安全

機能を損なわないことを確認する。 

また，敷地内の危険物貯蔵施設等への森林火災及び近隣の産業施設の火

災の影響を考慮しても，貯蔵物の温度が許容温度以下であることを確認し，

外部火災防護対象施設等の安全機能を損なわないことを確認する。 

以下に，許容温度を設定し影響評価を行う対象を示す。 

 

 (1) 外部火災の影響を考慮する施設 

a. 外部火災防護対象施設を収納する建屋 

b. 屋外の外部火災防護対象施設 

c. 建屋内の施設で外気を取り込む外部火災防護対象施設 
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d. 飛来物防護板から影響を受ける外部火災防護対象施設 

e. 外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

f. 使用済燃料収納キャスクを収納する建屋 

 

 (2) 重大事故等対処設備 

a. 重大事故等対処設備を収納する建屋 

b. 屋外の重大事故等対処設備 

c. 可搬型重大事故等対処設備 

 

(3) 敷地内の危険物貯蔵施設等 

 

3. 許容温度の設定の考え方について 

前項2.において示した許容温度を設定し影響評価を行う外部火災への配

慮が必要な施設及び敷地内の危険物貯蔵施設等について，それぞれ許容温

度の設定の考え方を示す。 

なお，設備設計で考慮される最高使用温度は，設備の使用環境として長

期間その温度となっても設備の使用に影響が出ない温度が設定されており，

外部火災の想定においても，その温度を許容温度とすることは理想的な設

定である。 

ただし，短期的な温度上昇に対し，設備の使用可否を確認する温度では

ないことから，この許容温度の設定が過剰となる場合は，外部火災で想定

される１日程度の短期間の温度上昇に対して設備に影響が出ない温度を許

容温度として設定することは妥当である。 

以上の観点から，各施設の許容温度を設定する。 

外部火災の各事象における継続時間を別添－５に示す。 

 

(1) 外部火災の影響を考慮する施設 

a. 外部火災防護対象施設を収納する建屋 

外部火災防護対象施設を収納する建屋は，建屋外壁の健全性を維持

し，内部への熱の影響を防ぐことで，建屋内の外部火災防護対象施設

の安全機能を損なわない設計とする。建屋外壁の健全性を維持する温

度として，コンクリートの圧縮強度が，常温時とほぼ同じ強度を維持

することができる温度とする。 

許容温度の設定根拠の詳細を，別添－１に示す。 

 

b. 屋外の外部火災防護対象施設 

安全冷却水 B 冷却塔は，冷却水温度等の上昇による系統への影響，

機器の機能喪失の防止及び支持架構等の構造を維持することで，安全

機能を維持する設計とする。これに関して，冷却機能に影響を与えな

い温度を許容温度とする。 

安全冷却水 B 冷却塔の許容温度の設定根拠の詳細については，別添
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－２に示す。 

他の屋外の外部火災防護対象施設については，次回以降に詳細を説

明する。 

 

c. 建屋内の施設で外気を取り込む外部火災防護対象施設 

建屋内の施設で外気を取り込む外部火災防護対象施設については，

当該設備の申請に合わせて次回以降に詳細を説明する。 

 

d. 飛来物防護板から影響を受ける外部火災防護対象施設 

飛来物防護板から影響を受ける外部火災防護対象施設については，

次回以降に詳細を説明する。 

 

e. 外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

外部火災防護対象施設に波及的影響を及ぼし得る施設については，

構造を維持することで倒壊等により波及的影響を及ぼさない温度を許

容温度とする。 

外部火災防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の許容温度

の設定根拠の詳細については，別添－３に示す。 

 

f. 使用済燃料収納キャスクを収納する建屋 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋については，構造を維持す

ることで倒壊等により使用済燃料収納キャスクに波及的破損を与えな

い設計とする。建屋の構造を維持する温度として，コンクリートの圧

縮強度が，常温時とほぼ同じ強度を維持することができる温度を許容

温度とする。 

許容温度の設定根拠の詳細を，別添－１に示す。 

 

(2) 重大事故等対処設備 

a. 重大事故等対処設備を収納する建屋 

重大事故等対処設備を収納する建屋については，建屋外壁の健全性

を維持し，内部への熱の影響を防ぐことで，建屋内の重大事故等対処

設備の安全機能を損なわない設計とする。建屋外壁の健全性を維持す

る温度として，コンクリートの圧縮強度が，常温時とほぼ同じ強度を

維持することができる温度を許容温度とする。 

許容温度の設定根拠の詳細を，別添－１に示す。 

 

b. 屋外の重大事故等対処設備 

屋外の重大事故等対処設備については，当該設備の申請に合わせて

次回以降に詳細を説明する。 

 

c. 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備については，当該設備の申請に合わせて

次回以降に詳細を説明する。 

5



外外火 19－4 

 

 

(3) 敷地内の危険物貯蔵施設等 

敷地内の危険物貯蔵施設等は森林火災及び石油備蓄基地火災の熱影響

を考慮しても，火災又は爆発を防止できる設計としていることから，貯

蔵容器そのものに許容温度を設定するのではなく，貯蔵する危険物等の

種類に応じて内容物に許容温度を設定する。 

敷地内の危険物貯蔵施設等に貯蔵された危険物等は，密閉されたタン

クやボンベに保管されている上，防火帯や建屋により防護されており，

森林火災及び近隣の産業施設の火災による火災源から離隔距離が確保さ

れているため，直接引火することは考えにくいことから，発火点を許容

温度とする。 

敷地内の危険物貯蔵施設等の許容温度の設定根拠の詳細については，

別添－４に示す。 

 

4. 許容応力を設定し影響評価を行う対象施設 

敷地内の危険物貯蔵施設等の爆発に対しては，人体に影響を与えない爆

風圧0.01MPa以下となる危険限界距離以上の離隔距離を確保することで，安

全機能を維持する設計とすることを基本としている。 

敷地内の危険物貯蔵施設等に隣接し，危険限界距離以上の離隔距離を確

保できない外部火災への配慮が必要な施設については，爆風圧による荷重

が許容応力以下であり影響を受けないことを確認する。 

以下に，許容応力を設定し影響評価を行う対象を示す。 

なお，敷地内の危険物貯蔵施設等に隣接しており，危険限界距離以上の

離隔距離を確保できない敷地内の危険物貯蔵施設等はないことから，影響

評価対象施設はない。 

 

(1) 外部火災の影響を考慮する施設 

a. 外部火災防護対象施設を収納する建屋 

 

5. 許容応力の設定の考え方について 

(1) 外部火災の影響を考慮する施設 

a. 外部火災防護対象施設を収納する建屋 

危険限界距離以上の離隔距離を確保できない外部火災防護対象施設

を収納する建屋の許容応力の設定の考え方については，当該施設の申

請に合わせて次回以降に詳細を説明する。 

 

以 上 
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1. はじめに 

本資料は，補足説明資料「外外火 19 外部火災への配慮が必要な施設及び危険物貯蔵施

設等の許容温度及び許容応力の設定の考え方について」における建屋の許容温度について

説明する。 

 

2. 建屋の許容温度について 

建屋の許容温度である，コンクリートの圧縮強度が常温時とほぼ同じ強度を維持する

ことができる温度を考慮する。 

文献 [1]に基づき，温度変化によるコンクリートの圧縮強度の低下を第2-1図に示す。温

度変化によるコンクリートの圧縮強度の低下については，常温から100℃でやや圧縮強度

が低下しているものの，200℃では常温とほぼ同じ強度まで回復し，その後温度の上昇と

ともに圧縮強度が低下する。これらのことから構造維持する温度として200℃を許容温度

とすることは妥当である。 

 

出典:高温度における高強度コンクリートの力学的特

性に関する基礎的研究(日本建築学会構造系論

文集 第 515 号 163-168 1999 年 1 月) 

 

第 2-1 図 温度変化によるコンクリート圧縮強度の低下 

 

[1] 高温度における高強度コンクリートの力学的特性に関する基礎的研究

(日本建築学会構造系論文集 第515 号 163-168 1999 年1 月) 

 

以上 
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屋外の外部火災防護対象施設の許容温度について 
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1. はじめに 

本資料は，補足説明資料「外外火 19 外部火災への配慮が必要な施設及び危険物貯蔵

施設等の許容温度及び許容応力の設定の考え方について」における冷却塔の許容温度に

ついて説明する。 

 

2. 屋外の外部火災防護対象施設の許容温度について 

(1) 安全冷却水B冷却塔 

安全冷却水 B 冷却塔に対し，外部火災の影響評価が必要な対象を第 2-1 表に示す。

また，安全冷却水 B 冷却塔の概要図を第 2-1 図に，安全冷却水 B 冷却塔の断面概要図

を第 2-2 図に，ファン駆動部の構造図を第 2-3 図に示す。安全冷却水系（再処理施設本

体用）を構成する機器及び部位の詳細については，補足説明資料 「外外火 04 航空

機墜落による火災の防護設計について」に示す。 

 

第 2-1 表 安全冷却水 B冷却塔の評価対象 

  

機器 部位 外部火災の影響 
冷却水 
(配管の内部流体) 

配管出口温度の冷却水温度上昇により，冷却機能の低下が想定
される。 

管
束
・
配
管 

 チューブサポート チューブサポートの温度上昇による強度低下により変形した場
合，伝熱管の損傷が想定される。 

管束フレーム 管束フレームの温度上昇による強度低下により変形した場合，
伝熱管の損傷が想定される。 

ボルト類 ボルト強度低下による破損により，管束・配管の損傷が想定さ
れる。 

フ
ァ
ン
駆
動
部 

ファンリング ファンリングの変形により，ファンブレードの故障が想定され
る。 

ファンブレード ファンブレードの損傷による冷却機能への影響が想定される。 
減速機 減速機の損傷による冷却機能への影響が想定される。 
原動機 原動機の損傷による冷却機能への影響が想定される。 

ファンリングサポ

ート 
ファンリングサポートの強度低下により，ファンリングの変形
及びファンブレードの破損が想定される。 

ボルト類 ボルト強度低下による破損により，ファンリングの変形及びフ
ァンブレードの破損が想定される。 

コモンベッド コモンベッドの変形により，減速機及び原動機の故障が想定さ
れる。 

ケーブルトレイ 
ケーブルトレイの破損により，ケーブルの断線等の故障が想定
される。 

支
持
架
構 

主柱 支持架構の強度低下により，冷却塔の倒壊等の影響が想定され
る。 

床はり 
機械台はり 
立面ブレース 
水平ブレース 
基礎ボルト 
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第 2-3 図 ファン駆動部構造図 
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a. 冷却水温度の最高使用温度 

冷却水温度については，外部火災による温度上昇に対し安全機能を損なわないこ

とを確認する。外部火災で想定する１日以下の短期的な温度上昇に対し，冷却水温度

は，設備の健全性を維持するため耐圧強度設計で考慮している温度以下であること

及び公衆安全の観点から貯蔵している溶液が沸騰しないことが必要である。 

冷却水温度は，「Ⅴ-1 主な容器及び管の耐圧強度及び耐食性に関する設計の基本

方針」に記載される最高使用温度 ℃により,各設備の設計を行っている。 

これに対し，冷却水温度を ℃と設定し，実際の伝熱面積により貯槽の温度を評価

したとしても，貯槽の温度は沸点に至ることはなく，貯槽の崩壊熱を除去できる温度

であることを確認した。以上のことから冷却水温度について ℃を許容温度として

評価することは妥当である。 

なお，事業指定(変更許可)において，通常運転時の冷却塔出口温度として設定した

℃については，設計において必要な伝熱面積を有することの確認を行うために設

定した温度であり，長期的な熱バランスを確認するための数値であることから，短期

的な温度上昇に対する安全評価に用いるのに適切な設定となる。 

 

b. 機能を維持するために必要な機器の最高使用温度 

機能を維持するために必要な機器については，運転性能を維持するためにメーカ

が定めた仕様である耐久温度又は使用可能温度を許容温度とする。 

なお，メーカが定めた仕様である耐久温度又は使用可能温度については，長期的な

使用環境を考慮したものであることから，短期的な温度上昇に対する安全評価に用

いるのに保守的な設定となる。 

長期的な使用環境を考慮した場合に過剰な設定となる原動機(運転中)及び鋼材に

ついては，以下の設定の考え方からメーカ仕様以外の許容温度を設定する。 

 

(a) 原動機の運転中の許容温度 

安全冷却水B冷却塔に使用される原動機の は，

℃の耐熱を有している。 

設計上考慮される運転時中の の温度上昇は，

原動機は60℃以下では の損傷は考えにくい。 

よって，短期的な温度上昇に対して，原動機の許容温度は ℃とすることは

妥当である。 

なお，原動機の停止中の許容温度としては，

℃を設定する。停止中の原動機の許容温度の設定を

第2-4図に示す。 
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(b) 鋼材の許容温度 

ファンリング，ファンリングサポート，コモンベッド，ケーブルトレイといっ

た鋼材については，構造を維持することが必要であることから，鋼材の高温時に

おける有効降伏応力度に関する文献[1]に基づき， ℃

を許容温度とする。 

 

c. 支持架構の構造強度を維持する温度 

支持架構については主に鋼材で構成されており，構造を維持するため，鋼材の高温

時における有効降伏応力度に関する文献[1]に基づき鋼材の強度が維持される325℃を

許容温度とする。 

鋼材の高温時における有効降伏応力度に関する文献[1]については，再処理施設で使

用される鋼材へ適用可能であることから，これに基づき許容温度を設定することは

妥当である。 

安全冷却水系（再処理設備本体用）に該当する安全冷却水B冷却塔及び安全冷却水

系（安全冷却水B冷却塔周りの配管）以外の施設の許容温度については，各施設の申

請に合わせて次回以降に詳細を説明する。 
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第 2-4 図 停止中の原動機の許容温度の設定値（メーカ設計図書） 
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参考 再処理施設で使用される鋼材への適用性について 

屋外の外部火災防護対象施設等を構成する支持構造物の主要部材である炭素鋼につ

いては，SS400，SN490B 等の材質から構成される。これら各種鋼材の高温時の 1％歪時

耐力の測定結果を第 2-5 図に示す。これら部材についても，以下の測定結果から，文献
[1]を再処理施設で使用される鋼材に適用することは可能である。 

 

 
第 2-5 図 各種鋼材の高温時の 1%歪時耐力[1] 

 

[1] 建築火災のメカニズムと火災安全設計，日本建築センター 

 

 

以 上 
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1. はじめに 

本資料は，補足説明資料「外外火 19 外部火災への配慮が必要な施設及び危険物貯蔵施設

等の許容温度及び許容応力の設定の考え方について」における外部火災防護対象施設等に

対して波及的影響を及ぼし得る施設(以下，「波及的影響を及ぼし得る施設」という。)の許

容温度について説明する。 

 

2. 波及的影響を及ぼし得る施設の許容温度について 

波及的影響を及ぼし得る施設については，一時的に強度が低下しても構造を維持する

ことで倒壊等により波及的影響を及ぼさない温度を許容温度とする。 

許容温度を設定する対象としては，再処理施設において用いられる炭素鋼及びステン

レス鋼とする。 

炭素鋼の許容温度は，一時的に強度が低下しても構造を維持する温度として，文献[1][2]

に基づき，鋼材の有効降伏応力度が 2/3 まで低下した際の温度とする。 

  なお，ステンレス鋼については，竜巻防護対策設備の飛来物防護ネットの防護板(鋼板)

に使用される部材であり，支持鋼材ではないが，構造を維持する鋼材強度以上の強度を確

保することとし，炭素鋼と同様に有効降伏応力度の低下が 2/3 となる温度を許容温度と

する。ステンレス鋼の炭素鋼の有効降伏応力度が 2/3 となる 425℃付近の温度による有効

降伏応力度の変化は，発電用原子力設備規格[3]に基づき，以下のとおり評価できる。 

ここで，文献[2]の考え方と同様に，高温時の耐力として 1%ひずみを考慮し，有効降伏

応力度を評価した結果を第 2-3 図に示す。本結果から，有効降伏応力度が 2/3 となる温

度は 525℃である。 

よって，ステンレス鋼に対して炭素鋼の許容温度の 450℃を適用することは妥当である。 

 

315℃≦T≦650℃ 

σ≦σρ 

𝜀 ൌ
ఙ

ா
  ･･･（式 2.1-1） 

𝜀ఘ ൌ 0 ･･･（式 2.1-2） 

σ>σρ 

𝜀 ൌ
ఙ

ா
 ･･･（式 2.1-3） 

𝜀ｐ＝ ൬
ఙିఙ

ｐ

Ｋ
൰

１

ｍ
 ･･･（式 2.1-4） 

K=4.34501×102-1.75473×10-1T：(MPa) 

m=0.279395＋7.749×10-5T 

σρ=σy-K(0.002)m：(MPa) 
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εe：弾性ひずみ(mm/mm) 

εp：塑性ひずみ(mm/mm) 

σ：応力（MPa） 

σρ：塑性応力(MPa) 

σy：設計降伏応力(MPa) 

(降伏応力を確認するため σyは，第 2-1 図の設計降伏点 Syとする。) 

E ：縦弾性係数(MPa) (第 2-2 図参照) 

T ：温度(℃) 

 
出典：発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2013 年追補) [3] 

 

第 2-1 図 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2013 年追補)の 

SUS304 の設計降伏点 σy 

  

σy 
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第 2-2 図 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2013 年追補)の SUS304 の縦弾性係数 E 

 

 
第 2-3 図 ステンレス鋼の高温時の有効降伏応力度比 

 

[1] 2001 年版 耐火性能検証法の解説及び計算例とその解説，国土交通省住宅局

建築指導課他 

[2] 建築火災のメカニズムと火災安全設計，日本建築センター 

[3] 発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2013 年追補)＜第Ⅱ編 高速炉規格＞ 

 

 

以 上 
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1. はじめに 

本資料は，補足説明資料「外外火 19 外部火災への配慮が必要な施設及び危険物貯蔵施設

等の許容温度及び許容応力の設定の考え方について」における敷地内の危険物貯蔵施設等

の許容温度について説明する。 

 

2. 敷地内の危険物貯蔵施設等の許容温度について 

敷地内の危険物貯蔵施設等の許容温度については，メーカが作成する SDS に記載され

る発火点に基づき，許容温度を考慮する。タンク等により保管された危険物等は，直接

火炎にさらされないことから，発火点を許容温度とすることは妥当である。 

また，敷地内の危険物貯蔵施設に内包される水素ガスは 571.2℃及びプロパンガスは

405℃と非常に高い発火点を有しているが，発火点が 240℃と厳しい A 重油については，

外部火災影響により発火点に近い温度まで上昇する場合があることから，以下のとおり

許容温度を確認した。 

なお，事業指定(変更許可)において，軽油等を包絡するよう危険物の許容温度を 200℃

として設定しているが，屋外の危険物貯蔵施設が全て A重油であることから， 240℃を

許容温度とする。 

 

a. A 重油の許容温度の設定及び根拠について 

A 重油を内包する危険物貯蔵施設等については，許容温度 240℃を評価において用い

る。この設定根拠を以下に示す。 

・危険物取扱主任者に関連する文献[1]において，重油の発火点は 250℃～380℃と記

載されており，また，新石油事典[2]においては重油の発火点が約 250℃とされてい

る。 

・燃料油類の発火点の測定試験は，加熱炉内の試料を加熱していき，自然に発火が確

認された最低温度を発火点とするという手順で行うものであり，数値の丸め処理

を行い SDS[3]には約 240℃と記載しているが，第 2-1 表に示す SDS に記載される発

火点の測定試験結果は 240℃を超えている。 

・以上より，一般的に A重油を含む重油の発火点の下限値が 250℃であること及び参

照した A 重油の発火点の測定試験結果が 240℃を超えていることから，240℃を A

重油の許容温度として用いることは妥当である。 
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第 2-1 表 SDS[3]に記載の発火点の測定試験結果 

 

[1] 危険物取扱主任者試験対策本 第 3石油類 重油の性質 

(発火点 250℃～380℃と記載) 

[2] 新石油事典 初版(1982 年 11 月 20 日) 朝倉書店発行 

(P874 表 10.11.2 石油製品類の燃焼特性の一例にて 重油 発火点約 250℃)  

[3] JX 日鉱日石エネルギー.ENEOS A 重油.安全データシート.2012-12-10. 

 

以 上 
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1. はじめに 

本資料は，補足説明資料「外部火災への配慮が必要な施設及び危険物貯蔵施設等の許容温

度及び許容応力の設定の考え方について」の外部火災の各事象において想定する燃焼継続

時間について説明する。 

 

2. 外部火災の各事象における燃焼継続時間について 

(1) 森林火災 

  森林火災については，たき火等により森林火災が発生し，防火帯外縁に火災が到達す

る火災が想定される。 

森林火災において火炎が敷地外縁に到達し燃え広がった後鎮火するまでの燃焼継続

時間について，FARSITE により解析した結果を第 2-1 表に示す。 

森林火災により外部火災防護対象施設が大きな熱影響を受ける時間については，第

2-1 図の通り評価する。 

FASITE 解析結果から，最も輻射強度が大きくなる発火点 3 を用いると全ての燃焼継

続時間は約 67 時間である。 

各メッシュからの影響は，そのメッシュの火災影響の大きさもあるが，外部火災防護

対象施設との近さにより決まり，遠ければ遠いメッシュ程，火災影響は小さくなる。 

この考え方を基に，森林火災の温度上昇の評価と同様に，第 2-1 図①②の通り，最も

火災影響が大きいメッシュを防火帯に最も近い外部火災防護対象施設の近くに並べ，

大きく熱影響を受ける時間を評価する。 

まず，各セルの輻射発散度に基づき，防火帯外縁に最も近い外部火災防護対象施設

（離隔距離 170m）の輻射強度を求めると，第 2-1 図③の通り合計値は 1.4kW/m2となる。 

この合計値から，輻射強度の合計値への寄与が 1%以下（輻射強度 0.014kW/m2以下）

となるメッシュは，太陽光からの影響（0.4kW/m2）よりも小さく，火災影響はほとんど

与えないことがわかる。 

よって，第 2-1 図④の通り，輻射強度の合計値への寄与が 1%以上となる防火帯外縁

のメッシュ数全 649 のうち 26 メッシュについて，燃焼時間を評価する。 

FASITE の解析結果から，１メッシュの燃焼継続時間は平均で 20 分程度であること，

輻射強度が高いメッシュは比較的短い時間で燃焼することから，第 2-1 図⑤の通り１

メッシュの燃焼継続時間を 20 分として，輻射強度への寄与が 1%以上のメッシュが燃焼

を継続する時間は 9時間程度である。 

よって，森林火災の燃焼時間は 67 時間と想定されるものの，大きな熱影響を受ける

時間は長くても半日程度と想定される。 
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第2-1表 防火帯外縁における燃焼継続時間 

発火点 発火点1 発火点2 発火点3 

防火帯外縁での 

燃焼継続時間 

約69時間 

(0.53 kW/m2)＊1 

約16時間 

(0.82 kW/m2)＊1 

約67時間 

(1.4 kW/m2)＊1 

*1:（ ）内は，各発火点における170m地点での防火帯外縁全てのメッシュの輻射強度の合計値 

 

 

第 2-1 図 森林火災が大きな熱影響受ける時間の評価 

 

 (2) 石油備蓄基地火災 

石油備蓄基地火災については，石油備蓄基地に配置している 51 基の原油タンク（約

11.1 万 m3/基）の全面火災が想定される。 

石油備蓄基地には，様々な性状を持つ原油が貯蔵されていると考えられるが，防災ア

セスメント指針に示される代表的な原油であるカフジ原油の性状を参考に燃焼継続時

間を算出する。石油備蓄基地火災において想定する円筒火炎モデルについて第 2-1 図

に示す。また，円筒火炎モデルの燃焼継続時間の評価式を 2-1 式に，石油備蓄基地火災
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の計算諸元と燃焼継続時間を第 2-2 表に示す。 

 燃焼継続時間は約23時間であり，大きな熱影響は１日程度と想定される。 

 

    t ・・・（2-1式） 

 

     t:燃焼継続時間[s]，V:燃料量[m3],R:燃焼半径[m]，v:燃焼速度[m/s] 

 

 

第2-2図 石油備蓄基地火災において想定する円筒火炎モデル 

（赤色ハッチングにて示す範囲の円筒火炎を想定する） 

 

第2-2表 石油備蓄基地火災における計算諸元と燃焼継続時間 

評価対象 燃料量[m3]＊1 燃焼半径[m]＊2 燃焼速度[m/s]＊3 燃焼継続時間[h] 

石油備蓄基地 9.99×104 271 0.52×10-4 23.1 

＊1：対象とする円筒火炎は，51基の原油タンク（約11.1m3/基）のうち9基分を考慮 

＊2：9基分の防油堤面積を円形として換算した場合の等価半径 

＊3：消防庁特殊災害室 石油コンビナートの防災アセスメント指針,平成25年３月のカフジ原油の 

液面降下速度 

 
(3) 石油備蓄基地火災と森林火災の重畳 

石油備蓄基地火災と森林火災の重畳については，燃焼継続時間の異なる２つの火災の

重畳を想定する。石油備蓄基地火災は前項(2)のとおり約23時間，森林火災は前項(1)のと

おり，影響が大きい火災は数時間のうちに燃え尽きることから，大きな熱影響は１日程度

と想定される。 

 

(4) 敷地内の危険物貯蔵施設等の火災 

敷地内の危険物貯蔵施設等の火災については，敷地内の危険物を内包する重油タンク

の火災が想定される。 

燃焼継続時間の評価については，2-1式に基づき評価する。敷地内の危険物貯蔵施設等

の火災における計算諸元と燃焼継続時間を，第2-3表に示す。 

燃焼継続時間は，長いものでも約21時間程度であることから，大きな熱影響は１日程度

と想定される。 
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第2-3表 敷地内の危険物貯蔵施設等の火災における計算諸元と燃焼継続時間 

評価対象 燃料量[m3] 燃焼半径[m]＊1 燃焼速度[m/s]＊2 燃焼継続時間[h] 

ボイラ用燃料 

受入れ・貯蔵所 
4,327 26 

0.28×10-4 

21 

ボイラ用燃料 

貯蔵所 
300 9 13 

ディーゼル 

発電機用燃料 

受入れ・貯蔵所 

200 10 6 

＊1：防油堤面積を円形として換算した場合の等価半径 

＊2：消防庁特殊災害室 石油コンビナートの防災アセスメント指針,平成25年３月の重油の液面降下速度 

 

(5) 航空機墜落火災 

航空機墜落火災については，航空機が外部火災防護対象施設の直近に墜落する火災が

想定される。 

燃焼面積については，米国サンディア研究所において実施された実物航空機の衝突実

験の結果を踏まえ，燃焼面積は航空機の投影面積と同じとして考慮し，燃焼半径を算出す

る。燃焼継続時間を前項(2)の2-1式に基づき評価する。航空機墜落火災における計算諸元

と燃焼継続時間を第2-4表に示す。 

燃焼継続時間は，30分程度であると想定される。 

 

第2-4表 航空機墜落火災における計算諸元と燃焼継続時間 

評価対象 燃料量[m3] 燃焼半径[m]＊1 燃焼速度[m/s]＊2 燃焼継続時間[h] 

KC-767 145.1 約 22 

8.0×10-5 

約 1,200 

F-2 10.4 約  6 約 1,200 

F-16 9.8 約  5 約 1,400 

F-35 10.8 約  6 約 1,300 

＊1：航空機の投影面積を円形として換算した場合の等価半径 

＊2：消防庁特殊災害室 石油コンビナートの防災アセスメント指針,平成25年３月のガソリン・ナフサの 

液面降下速度 

 

以上 
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